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1.  平成23年7月期第2四半期の連結業績（平成22年8月1日～平成23年1月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年7月期第2四半期 3,204 △9.3 △390 ― △409 ― △2,244 ―

22年7月期第2四半期 3,531 △20.6 △380 ― △376 ― △90 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年7月期第2四半期 △4,657.17 ―

22年7月期第2四半期 △181.21 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年7月期第2四半期 10,942 6,151 56.2 12,764.54
22年7月期 14,269 8,638 60.5 17,926.95

（参考） 自己資本   23年7月期第2四半期  6,151百万円 22年7月期  8,638百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年7月期 ― 50.00 ― 0.00 50.00

23年7月期 ― 0.00

23年7月期 
（予想）

― 0.00 0.00

3.  平成23年7月期の連結業績予想（平成22年8月1日～平成23年7月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,100 △13.3 △870 ― △900 ― △3,240 ― △6,723.46



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期財務諸表に対
する四半期レビュー手続が実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、 
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当っての注意事項等については、
【添付資料】P.2「１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「２．その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年7月期2Q 500,000株 22年7月期  500,000株

② 期末自己株式数 23年7月期2Q  18,105株 22年7月期  18,105株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年7月期2Q 481,895株 22年7月期2Q 499,995株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、景気刺激策等の効果もあって緩やかながら回復基調となりまし

た。しかし、回復のペースは地域によりばらつきが見られ、新興国や資源国は需要増加が経済成長を牽引して総じ

て回復基調となったものの、他方欧米諸国は欧州金融市場における財政危機の懸念や各国政府主導による景気刺激

策の一巡、また、新興国や資源国でのインフレ懸念の影響等、依然として先行き不透明な厳しい状況となりまし

た。 

わが国経済も、新興国経済の回復に伴い、輸出や生産の回復期待が高まりましたが、急激な円高とデフレ基調が

続き、自動車のエコカー減税終了による景気刺激策の一巡で需要回復にも一服感が見え始め、景気の踊り場からは

脱しきれない状況で推移しました。 

当社グループが属する電子工業界におきましては、記録的な猛暑によるエアコン特需の発生やエコポイント制度

終了間際の駆込み需要により薄型テレビ等のデジタル家電販売が増加、高性能携帯電話のスマートフォンも需要の

拡大を牽引し、需要回復期待が高まりましたが、長期化する円高やデフレ圧力による景気の先行き不透明感から在

庫調整の動きが本格化し、全体的な需要回復には力強さを欠く等、事業環境は引き続き厳しい状況が続きました。

このような状況のもと当社グループは、激しさを増す顧客の単価引下げ要求に対して、工程改造等のコストダウ

ン対応を進めた他、新たな顧客層、新商品分野の開拓、また、より一層の海外営業の強化のための組織及び人的対

応を図り、積極的に受注獲得に取り組み、多くの案件引合いは得られたものの、当該案件の技術対応に想定以上の

時間を要したことから計画した売上を確保するには至りませんでした。一方損益面では、全社を挙げての経営効率

化、経費削減を推し進め収益性、生産性を向上させることに努めてまいりましたが、売上高の減少を補い切るには

至りませんでした。 

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は 百万円（前年同期比 ％減）となりました。また、営業

損失は 百万円（前年同期は営業損失 百万円）、経常損失は 百万円（前年同期は経常損失 百万円）、固

定資産の減損損失の計上等により四半期純損失は 百万円（前年同期は四半期純損失 百万円）となりまし

た。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債、純資産の状況  

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金が 百万円、有形固定資産が 百万円減少したこと

などにより、前連結会計年度末と比べ 百万円減少し 百万円となりました。負債は、役員退職慰労引当

金の取崩しなどにより、 百万円減少の 百万円となりました。また、純資産は、 百万円減少の 百

万円となりました。この結果、自己資本比率は ％となり、前連結会計年度末比 ％減少しました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は 百万円とな

り、前連結会計年度末と比較して 百万円の減少となりました。  

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果使用した資金は、 百万円（前年同期比 ％減）となりました。これは主に、仕入債務の減少

が 百万円あったものの、売上債権の減少が 百万円あったことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、 百万円（前年同期比 ％減）となりました。これは主に、定期預金の払戻

超過が 百万円あったものの、固定資産の取得による支出が 百万円あったことによるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は、 百万円（前年同四半期は 百万円の獲得）となりました。これは主に、長

期借入金の返済及び社債の償還による支出が 百万円あったことによるものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

通期及び第２四半期連結累計期間の業績予想につきましては、平成22年12月９日公表の予想を修正致しました。

なお、当該予想に関する詳細につきましては、平成23年３月７日公表の「業績予想の修正、特別損失の発生、並び

に経営再建策に関するお知らせ」をご参照下さい。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

3,204 9.3

390 380 409 376

2,244 90

645 2,218

3,327 10,942

839 4,791 2,487 6,151

56.2 4.3

3,493

543

70 67.9

42 108

88 59.0

75 161

292 36

312



（１）重要な子会社の異動の概要  

該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している固定資産の減価償却費については、当連結会計年度に係る年間の減価償却費の額を期 

間按分する方法により算定しております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用し

ております。 

これにより、営業損失、経常損失が 千円増加、税金等調整前四半期純利益が 千円減少しております。

また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 千円であります。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要  

当社グループは、前々連結会計年度において営業損失 百万円、前連結会計年度において営業損失 百万

円、当第２四半期連結累計期間においても営業損失 百万円を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生

じさせるような状況が存在しております。  

当社グループは当該状況を解消すべく、①取引基盤の強化・拡充、②新商品・新分野への展開力強化、③海外

事業の一層の強化を経営の最重要課題として掲げ、具体的な実行計画として下記の重点施策を決定いたしまし

た。今後は当該施策の着実な実行により、改善ならびに解消が実現できると考えております。 

・海外事業への経営資源の重点配分 

・成長分野での新商品開発体制の強化 

・一貫加工体制の強化 

・生産拠点の役割の明確化と再編 

・連携とサポート力強化のための組織再編とスリム化 

・希望退職者募集による人件費の削減 

・役員報酬の削減幅拡大  

したがいまして、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。  

  

２．その他の情報

540 12,529

26,475

1,432 870

390



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年１月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年７月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,852,309 4,497,837

受取手形及び売掛金 1,808,262 1,946,351

製品 68,544 73,768

原材料及び貯蔵品 1,621,444 1,538,723

その他 102,496 96,333

貸倒引当金 △12,998 △15,000

流動資産合計 7,440,060 8,138,014

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 442,976 1,587,407

機械装置及び運搬具（純額） 862,411 954,880

土地 1,495,130 1,826,215

その他（純額） 62,826 713,759

有形固定資産合計 2,863,345 5,082,262

無形固定資産 77,559 243,379

投資その他の資産   

投資有価証券 338,553 320,698

繰延税金資産 152 165

その他 234,910 495,798

貸倒引当金 △12,388 △10,688

投資その他の資産合計 561,228 805,974

固定資産合計 3,502,133 6,131,616

資産合計 10,942,193 14,269,631



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年１月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年７月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 257,514 309,360

短期借入金 1,745,569 1,678,736

1年内返済予定の長期借入金 222,480 321,460

1年内償還予定の社債 277,000 277,000

未払法人税等 9,622 14,669

その他 443,004 562,520

流動負債合計 2,955,189 3,163,746

固定負債   

社債 456,500 595,000

長期借入金 312,500 387,500

退職給付引当金 640,534 636,715

役員退職慰労引当金 98,558 493,862

その他 327,743 353,898

固定負債合計 1,835,836 2,466,976

負債合計 4,791,026 5,630,722

純資産の部   

株主資本   

資本金 962,200 962,200

資本剰余金 870,620 870,620

利益剰余金 4,817,235 7,061,502

自己株式 △56,489 △56,489

株主資本合計 6,593,565 8,837,832

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 66,435 57,891

為替換算調整勘定 △508,833 △256,814

評価・換算差額等合計 △442,398 △198,923

純資産合計 6,151,167 8,638,909

負債純資産合計 10,942,193 14,269,631



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年１月31日) 

売上高 3,531,763 3,204,274

売上原価 3,130,366 2,877,332

売上総利益 401,396 326,941

販売費及び一般管理費 781,938 717,825

営業損失（△） △380,541 △390,883

営業外収益   

受取利息 16,778 9,210

受取配当金 875 1,764

作業くず売却益 － 5,354

その他 17,360 8,467

営業外収益合計 35,014 24,797

営業外費用   

支払利息 28,405 22,863

為替差損 － 7,027

その他 2,501 13,379

営業外費用合計 30,906 43,270

経常損失（△） △376,434 △409,357

特別利益   

固定資産売却益 － 802

貸倒引当金戻入額 － 2,001

棚卸資産会計基準の適用に伴う影響額 294,838 －

保険解約返戻金 － 136,872

役員退職慰労引当金戻入額 － 201,501

特別利益合計 294,838 341,177

特別損失   

固定資産売却損 － 18

固定資産除却損 3,537 1,940

減損損失 － 2,129,789

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 11,989

和解金 － 6,609

投資有価証券評価損 － 2,678

その他 － 2,000

特別損失合計 3,537 2,155,026

税金等調整前四半期純損失（△） △85,133 △2,223,205

法人税、住民税及び事業税 17,323 20,225

法人税等調整額 △11,853 836

法人税等合計 5,470 21,061

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △2,244,266

四半期純損失（△） △90,603 △2,244,266



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年１月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △85,133 △2,223,205

減価償却費 414,516 323,022

減損損失 － 2,129,789

貸倒引当金の増減額（△は減少） △49,108 △301

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,878 4,171

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 14,407 △395,303

受取利息及び受取配当金 △17,653 △10,975

支払利息 28,405 22,863

為替差損益（△は益） 228 4,086

和解金 － 6,609

固定資産除売却損益（△は益） 3,537 1,156

投資有価証券評価損益（△は益） － 2,678

売上債権の増減額（△は増加） △413,563 108,739

たな卸資産の増減額（△は増加） △354,623 △120,153

仕入債務の増減額（△は減少） 93,193 △42,420

その他 175,556 156,055

小計 △195,115 △33,185

利息及び配当金の受取額 16,455 13,569

利息の支払額 △28,672 △22,761

和解金の支払額 － △6,609

法人税等の支払額 △13,760 △21,916

営業活動によるキャッシュ・フロー △221,094 △70,903

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △475,628 △225,900

定期預金の払戻による収入 507,384 301,200

有形固定資産の取得による支出 △238,806 △161,269

有形固定資産の売却による収入 － 1,400

無形固定資産の取得による支出 △4,614 △788

投資有価証券の取得による支出 △8,319 △8,778

その他 3,313 5,363

投資活動によるキャッシュ・フロー △216,671 △88,772

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 408,197 78,893

長期借入金の返済による支出 △220,180 △173,980

社債の償還による支出 △138,500 △138,500

リース債務の返済による支出 △12,638 △59,123

配当金の支払額 △198 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 36,681 △292,710

現金及び現金同等物に係る換算差額 △115,915 △90,981

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △517,000 △543,368

現金及び現金同等物の期首残高 4,732,313 4,037,183

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,215,312 3,493,814



該当事項はありません。 

  

  

【事業の種類別セグメント情報】   

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年８月１日 至 平成22年１月31日） 

 当社グループは、貴金属表面処理事業の単一事業であり、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項は

ありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年８月１日 至 平成22年１月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は、次のとおりであります。 

アジア諸国………フィリピン、中国 

３．会計処理方法の変更 

前第２四半期連結累計期間 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成20年９月26日）が平成22年３月31日以

前に開始する連結会計年度から適用できることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間から当会計基

準を適用し、当社の棚卸資産（めっき材のうちめっき槽）の評価方法を後入先出法から先入先出法に変更し

ております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の日本の営業損失

は、 千円減少しております。 

  

【海外売上高】 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年８月１日 至 平成22年１月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外に属する国又は地域 

アジア諸国………フィリピン、中国等  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
日本

（千円） 
アジア諸国
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  2,362,166  1,169,596  3,531,763  －  3,531,763

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 －  －  －    (－)  －

計  2,362,166  1,169,596  3,531,763  (－)  3,531,763

営業損失（△）  △420,321  △3,285  △423,606 (△43,064)  △380,541

5,480

  アジア諸国 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,255,453  1,255,453

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  3,531,763

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  35.5  35.5



【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、貴金属表面処理事業の単一事業であり、国内においては当社が、海外においては中国等

を山王電子（無錫）有限公司、東南アジアの各地域をＳＰＭＣ（Sanno Philippines Manufacturing 

Corporation）がそれぞれ担当しております。 

 したがって、当社グループは、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、

「日本」、「中国」及び「フィリピン」の３つを報告セグメントとしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年８月１日 至 平成23年１月31日）  

 （単位：千円）

  （注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

     ２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

   

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 当第２四半期連結会計期間（自 平成22年11月１日 至 平成23年１月31日） 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 「日本」において、回収可能性が認められない事業用資産及び共用資産の各種固定資産を回収可能価額ま

で減額し、当該減損額を減損損失として計上しております。なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期

連結会計期間においては 千円であります。 

（追加情報）  

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 

平成21年３月27日）及び、「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

該当事項はありません。 

  

  日本 中国 フィリピン 合計 
調整額  

（注）１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額（注）２

売上高      

外部顧客への売上高  2,208,268  483,998  512,007 3,204,274  － 3,204,274

セグメント間の内部売上高 

又は振替高  
 19,478  －  －  19,478  △19,478  －

計   2,227,747 483,998 512,007 3,223,752  △19,478 3,204,274

セグメント利益又は損失(△)  △423,184  △65,733  44,657 △444,259   53,376 △390,883

2,129,789

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



（四半期連結損益計算書関係）  

 当第２四半期連結累計期間（自 平成22年８月１日 至 平成23年１月31日） 

減損損失 

 当第２四半期連結会計期間において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、工場ごとに資産のグルーピングをしてお

ります。本社、研究開発施設等の独立してキャッシュ・フローを生み出さない資産は共用資産としております。

 経営環境の悪化により収益性が著しく低位で推移しており、将来キャッシュ・フロー見積期間にわたって回収

可能性が認められない事業用資産及び共用資産の各種固定資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失として特別損失に計上しております。 

 回収可能価額は、事業用資産については主として使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを

3.3％で割り引いて算出しております。共用資産については正味売却価額により測定しており、固定資産税評価

額に合理的な調整を行って算出しております。 

  

（重要な後発事象）  

当社は、平成23年３月７日開催の取締役会において、希望退職者の募集を行うことを決議いたしました。 

１．希望退職者募集の理由 

  当社を取り巻く事業環境は依然として厳しい状況が続いており、平成23年７月期も前々期、前期に引き続き

赤字決算となる見込となっております。 

このような状況の下、受注の確保、原価率の改善、諸経費の削減等に努めてまいりましたが、今般、より一

層の収益構造の改善、安定した経営基盤の構築のため、希望退職者の募集を行うことといたしました。 

  

２．希望退職者募集の概要 

 （１）募集対象者 全従業員 

 （２）募集人数  200名程度 

 （３）募集期間  平成23年４月18日～平成23年６月15日 

 （４）退職日   平成23年７月15日（予定） 

 （５）優遇措置  会社都合による退職金に割増退職金等を加算し支給する。 

  

３．損益に与える影響 

  希望退職者募集に伴い発生する割増退職金等は、平成23年７月期決算において特別損失として計上する予定

ですが、現時点では退職者が確定していないため、損益に与える影響は未確定であります。 

  

（７）その他の注記事項

用途  事業用資産 共用資産 合計  

場所 
郡山市 

東北工場

秦野市 

秦野工場
横浜市

 減損損失

（千円） 

建物及び 

構築物 
716,823 47,379 311,046  1,075,249

機械装置 

及び運搬具 
 2,371 56,734  43,753    102,860

土地 96,891 133,807 100,385    331,085

有形固定資

産その他 
388,860  9,481  92,011    490,354

無形固定資

産 
24,026  7,845  98,368    130,240
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